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財産評価基本通達の法定化への提言
　取引相場のない株式の評価を中心として　
尾　上　民　子
はじめに
　相続税法は，相続財産の課税価格の決定について，第22条に「当該財
産の取得の時における時価による」と定めるほかは，数種の財産につい
て特別の定めを置くのみで，その他の財産については，その評価はすべ
て解釈・適用にゆだねられている。この時価とは，一般に「客観的な交
換価値のことであり，不特定多数の独立当事者間の自由な取引において
通常成立すると認められる価額を意味する」と解されている。そして，
市場が存在しない取引相場のない株式のような財産については，時価を
客観的に評価することは困難であり，わが国の実務・裁判においては財
産評価基本通達に依拠した評価が行われている。
　しかし，この評価通達の存在形式である「通達」は，租税法の法源で
はない。この点につき，金子宏教授の見解をはじめ，学説の多くは，財
産の評価は納税者の利害に影響するところが大きく，しかも多種多様な
財産を対象として継続的・規則的に評価を行う必要のあることにかんが
みると，評価に関する基本事項は，むしろ政令又は省令で規定すべきで
あろうとの見解を示しており，租税法律主義が保障している適正手続の
原則や納税者側の予見可能性・法的安定性の確保のためにも評価通達の
法定化の要請がなされてきた。
　このような議論はかねてから存在するが，未だそれが実現しないのは
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なぜだろうか。この問いこそが，本論文の出発点である。本研究は，財
産評価をめぐる租税訴訟が多く発生している取引相場のない株式の評価
に着目し，上記の疑問点について考察するとともに，評価通達の法定化
について検討する。
Ⅰ　現行財産評価の仕組みと問題点
１．時価の意義と評価準則の必要性
　「時価」とは，「相場」や「市価」，「価額」というものが問われる場
面において，合理的な予測により決定されるもので，その合理的な予測
方法には複数の方法が存在するから，それはただ一点に決まるものでは
なく，本来，一定の幅があるものといえる。
　しかし，租税法は，一定の基準に基づいて評価し，賦課（申告）する
ことを重要な基本原則とする
（１）
。相続税法は，その基準を「時価」と規定
している（相続税法22条）。この時価の算定は，相続税の税額算定の出発
点として，納税者の権利義務に直接反映するものであるから，きわめて
重要であるが，相続税法には「時価とはどのような価額か」という定義
規定がない。そのため，学説や判例は，求めるべき価値は何であるかと
いう価値論を提示している。金子宏教授は，「時価とは，客観的な交換
価値のことであり，不特定多数の独立当事者間の自由な取引において通
常成立すると認められる価額を意味する
（２）
」とされる。判例においても，
「時価とは，課税時期における当該財産の客観的交換価値をいい，右交
換価値とは，それぞれの財産の現況に応じ，不特定多数の当事者間にお
いて自由な取引が行われる場合に通常成立すると認められる価額であっ
て，いわゆる市場価格と同義であると解するのが相当である
（３）
。」として
いる。すなわち，学説・判例ともに，いわゆる客観的価値論ないし客観
的交換価値論を支持し，この時価概念が通説となっている。しかし，「時
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価」がこのような価値論によって説明される以上，そこには多義性と不
透明性が残る。「時価とはどのような価額か」ということはわかるが，「時
価をいかに具体的に決定すべきか」はなお明確でないのである。
　取得財産を金銭価値で測定する相続財産評価において，このような時
価の多義的性質等を踏まえると，次のような問題点ないし特色があると
される
（４）
。
　第一に，相続財産の評価が，最終的には裁判の場で争われることもあ
るにせよ，通常の場合は，申告納税制度の下において，まず納税者が評
価をなすことを期待されており，次いで，それを補充する意味において，
租税行政庁による評価がなされている。したがって，時間をかけて立証
して得られる裁判上の認定としての評価は，格別の法律の規定なしにな
されうるとしても，納税者又は租税行政庁の評価の準則は事前に設定さ
れていなければならない。
　第二に，相続は，人の一生において，せいぜい２度程度接するにすぎ
ない事態であることに注目する必要がある。納税者自身が，評価方法に
関する知識を蓄積することは，きわめて難しい。したがって，いざとい
う時に活用できる準則がどうしても必要になる。
　第三に，租税の負担は公平でなければならないが，相続税について，
資産の評価が適正を欠く場合には，相続税納税者間の負担の公平を確保
することができない。そして，負担の公平を達成するには，評価の準則
が，納税者に公開されている必要がある。
　第四に，適正な評価といっても，評価方法は，唯一のものであるとは
限らないことは時価の意義においても触れたとおりであり，どの評価方
法を採用するかによっては評価額に相当な開きが出る場合もある。した
がって，複数の評価方法のなかからいずれの方法を選択するかというこ
とは，一種の政策決定である。相続税法22条が「時価」と定めていると
きに，そこから唯一絶対の評価方法が導かれるとは限らないのである。
　以上のような理由により，評価準則を設定する必要が生じる。上記は
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主に納税者の視点にたつが，課税庁の視点においても同様のことが指摘
できる。それは，税務署間での評価実務を統一し，地域間で課税に不公
平が生じないようにするための目安の必要性である。つまり，税務当局
としても，申告内容の審査や課税処分をするにあたって，租税負担公平
の観点から，ある時点における一定地域内にある同種同等の財産に対し
ては同じ租税負担を求めるべきであるから，これを判定するために何ら
かの基準が不可欠なのである
（５）
。
２．財産評価基本通達の法的性質
　租税に関する法の存在形式を租税法の法源といい，租税法の国内法源
には，憲法・法律・命令・条例・規則等がある
（６）
が，通達はここに含まれ
ない。一般に通達は，①行政運営や行政事務の処理等に当たって行政組
織内の意思統一を図る，②行政組織内部における法令の解釈適用の基準
を明確にし，法令の解釈運用の統一化を図る，③行政運営や行政事務の
処理等を円滑に進めるための指針を示す，④個々の事例を処理するに当
たって行政の現場で生じた疑問に対する回答を示すなど，種々の目的の
下で出されてきた
（７）
ものであり，上級行政庁の下級行政庁への命令として，
行政組織の内部では拘束力をもつが，国民に対して拘束力をもつ法規で
はなく，裁判所もそれに拘束されない。したがって，通達は租税法の法
源ではないとされている
（８）
。しかし，実際には，日々の租税行政は通達に
依拠して行われており，納税者の側で争わない限り，租税法の解釈・適
用に関する大多数の問題は，通達に即して解決されることになるから，
現実には，通達は法源と同様の機能を果たしている，といっても過言で
はない
（９）
。ここで注意すべきは，法律にあっては国民の代表が参集する議
会（国会）が，施行令にあっては内閣が，そして施行規則にあっては各
省大臣が制定することとされているのに対し，税務通達は，行政組織内
の職務命令の手段である以上，当然のことながら当該税務官庁によって
作成できる点である。国税庁長官通達であれば，担当者によって発議さ
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れた通達案が，いわゆる稟議制度に基づいて，国税庁長官の最終決裁に
よって通達となる
（10）
。そのため，徴税における中立性及び公平性の確保を
どのように図るべきかが問題となる。
３．財産評価の歴史と評価通達の歩み
　評価準則の形式は「通達」に限られるものではない。通達形式をとら
ない評価準則の例としては，固定資産評価基準やドイツの評価法がある。
財産評価基本通達が通達形式で事実上の公表になっているのに対し，固
定資産評価基準は「告示」の形式により一般に公表され，法令に準じた
形式をとっている。また，ドイツは，財産課税を行うために独立した財
産評価に関する法律を有し，ドイツ評価法は，評価に関する基本的事項
の多くをこの評価法に定めている。それではなぜ，わが国の財産評価制
度は「通達」という形式をとっているのだろうか。以下において，わが
国の財産評価の歴史と，評価通達の創設から現在に至るまでの歩みを，
その時代の背景にある制度や特徴といったものを踏まえながら考察する。
（１）相続税法の創設と賦課課税方式を背景とした財産評価（明治38年
～昭和21年）
　わが国の相続税法は，日露戦争の戦費調達を目的として，開戦の翌年
である明治38年に創設され，その後，恒久的な制度として定着した。当
時，相続財産の価額については，「相続開始ノ時ノ価額ニ依ル」（同法４条）
と規定された。そして，評価が特に困難なものについては，「其評価に
付一定の標準を設くるは到底不可能なるが故に税法はやむなく政府に於
いて適当の認定を為すこと」とし，その評価基準の設定について法が直
接に課税庁に委任していたのである
（11）
。また，法は相続税の賦課徴収に関
して，「課税価格ハ政府之ヲ決定ス課税価格ヲ決定シタルトキハ政府ハ
之ヲ相続人」等に通知することとし（同13条），税務署が課税財産を調査
し，それを評価して課税価格を決定し，これを相続人等に通知すること
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としていた。形式的には賦課課税方式が採られていたわけであるが，相
続人等は相続開始を知った日より３か月以内に，相続の事実，相続財産
の目録及び相続財産の課税価格等について課税標準申告義務を負担して
いた（同11条）ことから，多くの場合，納税者が申告した場合に基づい
て賦課徴収されていたのである。政府は，相続税法公布後の29日後に，
課税価格の決定に関して「相続税ニ関スル大蔵大臣ノ訓示」を公布して
いる。これは主として，課税価格の計算並びに評価に関する課税庁の姿
勢を示したものである。同訓示は，その第二で，「相続開始シタル場合
ニ於テ財産目録ヲ添附シ其ノ旨届出ヲ為シタルトキハ甚シキ不正アリト
認メラレタル場合ノ外ハ成ルヘク届出ノ価額ニ依リ課税価格ヲ決定スル
コトニ決意スヘシ」とし，その第三で，課税価格の決定をなすに当って
は「大体ニ於テ其ノ実額ヲ得ムコトヲ期」すこととしていた。課税価格
は，財産のおおよその価額で把握することとし，納税者の申告額に甚だ
しい不正つまり著しく低額でない限り納税者の申告額に基づいて課税す
ることとしていたのである
（12）
。この頃の日本は，明治37年に日露戦争，大
正３年に第一次世界大戦，昭和12年に日中戦争，昭和14年には第２次世
界大戦という度重なる戦争を抱えていた時代であり，財産評価に評価準
則を設定し，正確に把握するという現在のような要請はなかったと考え
られる。
（２）財産税・富裕税の創設と申告納税方式を背景とした財産評価（昭
和22年～昭和39年）
　富裕税創設前の税務行政は，昭和15年度の税制改革によってできあ
がったものに，戦時中の増税や臨時税の追加等で執行されていたが，敗
戦により，戦後インフレの収拾を図りつつ財政再建に取り組みつつあっ
た。この間の事情を，「国税庁30年史」は次のように記している。「第二
次世界大戦後，日本経済の混乱とともに，我が国の税務行政は，かつて
ない混乱状態に陥った。その原因は，①第二次世界大戦後の高進するイ
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ンフレの下における国民生活の窮乏が，納税成績の低下をもたらし徴税
を困難にしたこと，②歳入確保のための措置として採られた税制改正に
よる税目の増加とインフレによる納税者の増加が，納税者と税務当局と
の間に意思の疎通を欠いたこと，③昭和22年に賦課徴収制度に代わって
申告納税制度が導入されたが，この制度に職員も納税者も，まだ十分に
慣れていなかったことや納税者の過少申告・無申告が相次ぎ，納税者の
半分以上について更正・決定を行うという状態であったこと，④第二次
世界大戦中職員の応召が相次ぎ，戦後その復員を待てずに未熟な職員で
新しい税務行政に立ち向うこととなったため，税務行政の円滑を期すこ
とが困難であったことなどである
（13）
。」
　この時代の徴収制度に着目すると，昭和22年に賦課課税制度に代わっ
て申告納税制度が導入され，納税者が税法の規定に基づき自ら所得額及
び税額を計算し，その計算した税額を税務署の調査等に先立ってまず納
める仕組みになった
（14）
。しかしながら，明治以来賦課課税に慣れて，税務
署の決定に依存してきたわが国の納税者には，自発的に正当な申告をし
て自発的に納税するということは非常に困難なことであった
（15）
。このよう
な納税者の意識に反し，歳入確保を急ぐあまりの更正・決定の処理は，
過少申告→更正→異議申立→過少申告という悪循環を作り出すととも
に，納税者の強い抵抗を生み，これを政治的に利用しようとする一部政
党の指導の下に，昭和23年１月前後から各地に反税運動が展開されるこ
ととなった。これらの反税運動が沈静化したのはおおむね昭和27年下期
であるという
（16）
。申告納税制度が導入されたとはいえ，その定着には程遠
い現状であったことが伺える。このような時代背景のもと，「富裕税財
産評価事務取扱通達」が昭和26年１月20日に発遣されたが，それは新制
度（富裕税）を運用するにあたり，主に税務署職員の内部統制を図るこ
とが重要な目的であったといえよう。このことは，歳入確保の重要性等
から相次いで新規に職員が採用されたことや，第二次世界大戦へ応召さ
れていた税務職員の復員により大幅な税務職員の増加があったことから
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も理解できる。
（３）評価通達の創設（昭和39年当時）
　富裕税は，税務行政上の困難を主な理由として昭和27年を最後に廃止
され，当然のことながら，「富裕税財産評価事務取扱通達」も同時に廃
止された。そして，その後，現在の評価通達が昭和39年に制定された。
当時は，「相続税財産評価に関する基本通達」というタイトルであったが，
平成３年12月に，地価税の導入にも対応するため，「財産評価基本通達」
と改められた。昭和39年以前は，相続税の評価は，富裕税の取扱いに準
じていたが，富裕税の廃止等もあって，昭和39年に「相続税財産評価に
関する基本通達」が定められたわけである
（17）
。この通達は，これまで富裕
税財産評価事務取扱通達の準用を基本として，これに毎年分の評価水準
についての通達などが数多く併存し，総合的に運用してきたことをやめ
て，相続税及び贈与税の立場から，財産評価の基本的な方針及び各種財
産の評価方法を示したものである
（18）
とされている。
　この通達の創設にあたり，その法的形式は通達という形式で維持され
ているが，その形式について全く考慮されなかったわけではないようで
ある。昭和30年当時の国税庁の資産税課長であった掘込聡夫氏は，その
時点において評価方法を法令により定めることは困難であったと次のと
おり述べている。「相続，遺贈又は贈与によって取得する財産の態様は
千差万別であり，且つ，その価額は，取得の時とその財産の所在場所と
によって非常に異なるので，時価の把握は，事実上困難な問題であると
いわなければならない。従って，理想としては，地上権，定期金，保険
金等のみについて評価方法を法定することなく，あらゆる財産について，
その評価方法を法令により規定すべきであると思われる。現在，評価法
を制定している国はドイツのみであるが，このドイツ国評価法もその母
体となった法律は，西暦1925年，あの強力なナチスの後押があったがた
めに，はじめて制定されたものであることよりしても，現在の我国の状
財産評価基本通達の法定化への提言
93
態では，評価法の制定は至難のことといわなければならない
（19）
。」
　また，この頃の徴収制度と評価通達の役割について確認すると，昭和
30年頃の高度経済成長期になると，資産税事務に対する納税者の関心が
高まったことから，相続税事務において申告納税の本旨を実現すること
を最大の課題として，昭和30年12月に通達された「資産税事務の申告指
導関係の運営要領について」の施行とあいまって漸次自主申告制度を推
進することとされ，平易な申告書と説明書の送付とともに，抽象的申告
指導対象者と具体的申告対象者に分け，申告指導を行っていたとされて
いる。そして，自主申告納税制度が定着してきたのは昭和48年頃である
という
（20）
。このことから，昭和39年の通達の創設にあたっては，財産評価
に関する議論が未成熟な時代であり，評価法の制定の困難さが先行して
いたこと，申告納税制度が未だ定着していなかったことから，納税者の
ための評価指針として法形式に格上げするという要請がなかったものと
考えられる。
（４）評価通達の現在までの歩み
　取引相場のない株式の評価に着目した場合，評価通達制定以降の主な
改正は次のとおりである。
　昭和47年，会社規模区分の判定基準のうち，総資産価額基準及び年間
取引基準が経済情勢に応じ引き上げられた。また，類似業種比準方式の
計算式等が大幅に改正された。この頃から中小企業対策というものが強
く議論されてきて，株式の時価とは何か，通常，取り引きされる価額と
は何かという理屈の問題よりも，どうしたら事業承継にかなうような株
式評価ができるのかという角度からの議論が強調されており，株式の評
価額を引き下げるという意図があったようである
（21）
。
　昭和53年には，再び配当還元方式について適用範囲の拡大が行われた。
「同族株主のいる会社」については「同族株主以外の株主」のみが対象
であったが，これを一定の「同族株主」についても対象とされるように
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改正された。この改正について品川芳宣教授は，「元々は中小企業対策
の１つであったわけで，中小企業の経営支配の実態を反映した評価が必
要であるという前提があったわけです。特に，当時は民主社会党の議員
が，国会等で国税庁に対して一律に同族株主であるから同じような評価
をするのはおかしい，というような指摘をしたわけです。」と述べて，
政治的な動きが強かったと指摘している
（22）
。
　昭和58年改正は，事業承継税制についての税調答申の主旨に沿い，事
業承継対策に重点が置かれた改正であった。答申は，「小規模な会社の
株式は現在いわゆる純資産価額方式のみにより評価されていることか
ら，株式価格の形成要素の一つである収益性についても評価上配慮する
余地があるのではないかとする意見があること，大・中規模の会社の株
式に適用されるいわゆる類似業種比準方式においてはすでに収益性が織
り込まれていること等に留意すれば，現行の株式の評価体系の枠組みの
中で収益性を加味することとするのが適当である。」と提言をした。そ
して，これを受けた形で小会社の株式評価においても類似業種比準方式
を併用することが認められた。しかし，類似業種比準方式による場合は，
純資産価額方式により評価する場合に比べて評価価額が低くなる。その
ため，これを利用した相続税の租税回避を行う者が増えてきた
（23）
。このた
め，平成２年改正において，この問題への対応が盛り込まれることとなっ
た。
　その後においては，租税回避類似の行為を抑止し，評価の適正化を図
ること，社会経済の実態の変化に対応し，評価の適正を図ることを目的
とし，会社規模区分の引き下げや類似業種比準方式のしんしゃく率の変
更・収益性のウエイトの引上げ等の改正が行われているものの，その法
的形式については検討されていない。
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４．現行制度の仕組み
（１）法定評価
　現行制度による評価は，相続税法に規定される「法定評価」部分と，
財産評価基本通達に委ねられる「通達評価」部分に分けられる。
　相続税法22条（評価の原則）は「この章で特別の定めのあるものを除く
ほか，相続，遺贈又は贈与により取得した財産の価額は，当該財産の取
得の時における時価により，当該財産の価額から控除すべき債務の金額
は，その時の現況による。」と規定している。なお，「特別の定め」とし
て，地上権，永小作権，定期金に関する権利，定期金給付契約に関する
権利，および立木について，第23条から第26条までに具体的評価方法の
規定が置かれている（ただし，これらの財産についても，基礎となる土地又は立
木の価額は，評価通達により評価する。）。これらの財産の評価は，一般に「法
定評価」と呼ばれている
（24）
。
（２）通達評価
　相続税法は，相続財産の評価は「時価」という２文字によるとし（第
22条），「特別の定め」の対象財産の評価方法について第23条から第26条
に規定しているが，「時価」の意義，「特別の定め」の対象財産以外の他
の財産についての具体的評価方法等には言及していない。そこで評価通
達は，「時価」の意義やその他の財産の評価について，215項目に及ぶ詳
細な定めを置いている。「時価」の意義については，評価通達の第１章
の１の（２）で，「財産の価額は，時価によるものとし，時価とは，課
税時期において，それぞれの財産の現況に応じ，不特定多数の当事者間
で自由な取引が行われる場合に通常成立すると認められる価額をいい，
その価額は，この通達の定めによって評価した価額による。」と定めて
いる
（25）
。
　評価通達は，原則として，財産を形式的に分類し，画一的に評価する
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方法をとっているが，それは同時に，評価通達の時価は課税時期におけ
る時価と少なからず乖離することを意味する。しかし，少なくとも相続
又は贈与というきわめて特殊な環境における，いわば静的な財産評価に
関する取扱いにおいては，この画一的評価の方法は合理的であるとされ
ている
（26）
。
（３）取引相場のない株式の評価
　取引相場のない株式の評価方法は，財産評価基本通達168項から189項
までに規定されている。取引相場のない株式については，株式の圧倒的
多数を占めており，その発行会社の規模は上場会社に匹敵するものから，
個人企業と変わらないものまで千差万別である。また，その会社の株主
構成をみても，いわゆるオーナー株主といわれる株主のほか，従業員株
主などの零細な株主が存在している。そこで，評価通達は，これらの実
態を踏まえ，取引相場のない株式の価額について，合理的，かつ，その
実態に即した評価を行うため，評価会社をその事業規模に応じて大会社，
中会社，小会社に区分し，それぞれの会社の株式の評価に適用すべき原
則的評価方式を定めるとともに，零細な株主に代表される「同族株主以
外の株主等が取得した株式」については，原則的評価方式に代えて，特
例的評価方式である配当還元方式により評価することとしている
（27）
。つま
り，株式の実態に適合するような区分を設けたうえで，課税の公平のた
めに評価の統一を図ろうとしているのである。
（４）評価通達・総則６項の適用とその根拠
　評価通達上の基準的評価額は，「相続税法上の時価」と常に一致する
とは限らず，時には乖離することも考えられる。そこで，そのような場
合の措置として，評価通達・総則６項（以下，「総則６項」という）では，「こ
の通達の定めによって評価することが著しく不適当と認められる財産の
価額は，国税庁長官の指示を受けて評価するものとする。」と定めている。
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つまり，評価通達による評価額が原則であるが，通達によらないことが
相当と認められるような「特別の事情」のある場合には，他の合理的な
時価の評価方式によることが許されるとされているのである
（28）
。大淵博義
教授も，取引相場のない株式の評価に関して，「一定の人為的要素を加
味した擬制的評価方式」であり，評価通達による評価には限界があると
指摘しており，その限界を補うためにも総則６項は必要であると述べら
れている
（29）
。この総則６項の創設当初の趣旨は，評価通達による過重な納
税負担を救済する定めであるといわれている
（30）
。つまり，総則６項は納税
者を救済するための手段であって，納税者に不利に働く余地はないと解
される。一方，平成18年度の財産評価基本通達逐条解説では，「評価通
達に定める評価方法を画一的に適用した場合には，適正な時価評価が行
われず，その評価額が不適切なものとなり，著しく課税の公平を欠く場
合も生じることが考えられ，そのような場合には個々の財産の態様に応
じた適正な時価評価が行えるよう定めている
（31）
。」と説明されている。つ
まり，現行の総則６項は，時価との乖離が不適切であるかに重点が置か
れ，納税者の不利に働く可能性を含むものと解されている。ここで注意
しなければならないのは，総則６項を適用する場合とは，この通達の定
めによって評価することが「著しく不適当」な場合に限っており，「著
しく不適当」でない場合には，評価通達どおりに評価するという点であ
る。単に不適当というだけでその都度，評価通達によらない評価方法を
適用していたのでは，評価通達により画一的な評価をする意味がなくな
ると考えられる
（32）
。
５．租税法の基本原則
　現行制度の問題点を検討するうえで，租税法律主義をはじめとする租
税法の基本原則を詳細に確認し，租税法における租税法律主義の要請の
意味を正確に把握することが重要である。
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（１）租税法律主義の意義と機能
　租税は，公共サービスの資金を調達するために，国民の富の一部を国
家の手に移すものであるから，その賦課・徴収は必ず法律の根拠に基づ
いて行われなければならない。換言すれば，法律の根拠に基づくことな
しには，国家は租税を賦課・徴収することはできず，国民は租税の納付
を要求されることはない。この原則を租税法律主義という。この意味に
おける租税法律主義は，近代法治主義の，租税の賦課・徴収の面におけ
る現われである。法治主義とは，権力分立を前提として，公権力の行使
を法律の根拠に基づいてのみ認め，それによって国民の「自由と財産」
を保障することを目的とする政治原理ないし憲法原理である。一般化し
ていえば，近代以前の国家においては，君主が国民の自由や財産に恣意
的に干渉することが多かったが，これを防止して，国民の自由と財産を
保護し，国民の経済生活に法的安定性と予測可能性を与えるため，公権
力の行使は法律の根拠に基づかなければならない，という政治原理が主
張され，それが徐々に憲法原理として定着するに至ったのである
（33）
。
　また，租税法律主義の現代の取引社会における機能は，国民の経済生
活に法的安定性と予測可能性とを与えることにあるとされる。すなわち，
今日では，租税は，国民の経済生活のあらゆる局面に関係をもっている
から，人は，その租税法上の意味，あるいはそれが招来するであろう納
税義務を根拠とすることなしには，いかなる重要な経済的意思決定をも
なしえない。むしろ租税の問題は，多くの経済取引において，考慮すべ
き最も重要なファクターである。その意味では，いかなる行為や事実か
らいかなる納税義務が生ずるかが，あらかじめ法律の中で明確にされて
いることが好ましい。租税法律主義は，今日の複雑な経済社会において，
各種の経済上の取引や事実の租税効果について十分な法的安定性と予測
可能性とを保障しうるような意味内容を与えなければならない
（34）
。
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（２）租税法律主義の内容
　租税法律主義が上述のような機能を全うさせるために，租税法律主義
の内容のうち，次のものが特に重要である。
①　課税要件法定主義
　刑法における罪刑法定主義になぞらえて作られた原則で，課税の作用
は国民の財産権への侵害であるから，課税要件のすべてと租税の賦課・
徴収の手続は法律によって規定されなければならないことを意味する
（35）
。
もちろん，課税要件および租税の賦課・徴収に関する定めを政令・省令
等に委任することは許されると解すべきであるが，課税要件法定主義の
趣旨からして，それは具体的・個別的委任に限られ，一般的・白紙的委
任は許されないと解すべきであろう
（36）
。
②　課税要件明確主義
　法律またはその委任のもとに政令や省令において課税要件および租税
の賦課・徴収の手続に関する定めをなす場合に，その定めはなるべく一
義的で明確でなければならないことを意味する。みだりに不明確な定め
をなすと，結局は行政庁に一般的・白紙的委任をするのと同じ結果にな
りかねない。したがって，租税法においては，行政庁の自由裁量を認め
る規定を設けることは，原則として許されないと解すべきであり，また
不確定概念を用いることにも十分に慎重でなければならない
（37）
。
③　合法性の原則
　租税法は強行法であるから，課税要件が充足されている限り租税行政
庁には租税の減免の自由はなく，また租税を徴収しない自由もない
（38）
。
④　手続保障の原則
　租税の賦課・徴収は公権力の行使であるから，それは適正な手続で行
わなければならず，またそれに対する争訟は公正な手続で解決されなけ
ればならないことを意味する
（39）
。
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（３）租税公平主義の意義と機能
　税負担は国民の間に担税力に即して公平に配分されなければならず，
各種の租税法律関係において国民は平等に取り扱われなければならない
という原則を，租税公平主義または租税平等主義という。これは，近代
法の基本原理である平等原則の課税の分野における現われであり，直接
には憲法14条１項の命ずるところであるが，内容的には，「担税力に即
した課税」と租税の「公平」ないし「中立性」を要請するものである
（40）
。
この場合の「平等」は，「形式的な平等」ではなくて，「実質的な平等」
でなければならないことが要請される
（41）
。
（４）申告納税制度と租税法律主義
　相続税法は，納税義務の具体的な確定方式は申告納税方式によってい
る。申告納税制度は，自己の納税義務の範囲を税法に基づいて申告する
ことにより確定していく納税制度である。まさに，国民主権の納税制度
への顕現ともいえる制度が申告納税制度といえる。この申告納税方式は，
納税者による適法な申告が行われている限り，納税義務の確定過程に租
税行政庁が介在することは想定されていない納税制度といえる。戦前の
賦課課税制度の下では，租税行政庁の行政官が税法を解釈・適用し，国
民の納税義務の範囲を確定し，納税者に確定した納税義務を履行させる
のであるから，租税法は賦課課税制度を担う租税行政庁の行政官のため
にあったといっても過言ではない。戦後の申告納税制度は，国民自らが
租税法を解釈・適用して自己の納税義務の範囲を確定し，履行していく
ものであるから，租税法は，まさに納税者のためにあるということがで
きる。一方，租税行政庁は，申告納税制度の下では，納税者の申告が租
税法の定める通り履行されているかどうかを検証する，チェック機関に
過ぎないものであると位置づけることができよう。いくら課税の公平が
図れるように立法された租税法であっても，その解釈・適用に誤りがあ
れば課税の公平は確保されない。納税者の申告に誤りがないかどうかを
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チェックし，租税法律主義における合法性の原則が堅持されているかど
うかを点検する任務が，租税行政庁に委ねられているといってよい。そ
うすると，主権者である国民が容易に租税法を解釈し，申告が可能とな
るような租税法の体系が構築されなければ，申告納税制度は画餅に帰す
る。納税者の一部を除いてほとんどが，租税法の専門家とはいえないか
ら，課税要件が法定されているばかりでなく，明確であり，容易に解釈
が可能な租税法の存在が，申告納税制度を機能させるうえで，不可欠な
インフラといえよう。そのインフラを構築する基本原理が租税法律主義
である
（42）
。増田英敏教授は，「この申告納税制度は，租税法律主義の要請
が厳守されることにより円滑に機能する。換言すると，租税法律主義の
機能である納税者の予測可能性の確保こそが，申告納税制度の生命線で
あるといえる
（43）
。」と述べられている。申告納税方式をとる相続税法にお
いても，租税法律主義との関係を同様に解釈し，その要請を厳守する必
要があると考えられよう。
６．現行制度における問題点
（１）通達課税と租税法律主義の問題
　前述したとおり，通達は行政庁の内規にすぎず，通達には法解釈学的
にいって法源性が存在しない。しかし，現行制度においては，この通達
が法のごとく機能している通達行政という現状が確認できる。現行制度
の「法定評価」の部分と，「通達評価」による部分を確認したところに
よると，少なくとも実質的には，一般の相続財産の評価については「法
定評価」は存しないで，ただ「通達評価」だけが存するにすぎないとい
うことになっている。租税の公平な課税は，「課税価格」の正しい測定
を必須の条件とし，その具体的な実現は一に相続財産の「適正な評価」
ができるか否かにかかっているものであるのに，つまり，相続税の公平
な課税を実現するためにはその点が必要であるのに，現行相続税法はそ
の点を十分に担保し得る規定を欠いている
（44）
。このことは，租税法律主義
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の機能である課税要件法定主義に明らかに抵触しているにもかかわら
ず，その現状が定着して久しい
（45）
。日本税理士会連合会税制審議会は，平
成20年にとりまとめた答申の中でこの問題について，「資産課税におけ
る財産評価は，課税標準額に直接的な影響を及ぼすことになる。納税者
の意思を反映しない通達の改正のみで課税額が唐突に変更されるとすれ
ば，納税者の予測可能性が損なわれ，財産権を保障するための租税法律
主義とは相容れないことになる。」と指摘している
（46）
。相続税自体で，又
はその委任に基づく政令・省令等でもって時価の概念なり，時価評価の
具体的な方法等を規定し，相続財産の適正な時価評価を担保することが
必要であり，基本的課題である。
（２）総則６項の適用における問題
　総則６項は，課税当局の「伝家の宝刀」として機能している実態にあ
るが，その適用については，課税の公平，それも，特別な相続税対策を
講じない納税者との間の租税負担の公平の問題に加えて，同項が広く適
用されることにより評価通達の評価方法が否定される納税者と評価通達
に定める評価方法に基づいて申告した納税者との間の実質的不公平の両
面を包蔵しているという，特異な部面を持っている
（47）
。そして，総則６項
の適用において，次の３点が具体的問題として挙げられる。
①　株式の個別事情に対する総則６項の適用の問題
　取引相場のない株式の評価において総則６項が適用される場面は大き
くわけて２つある。１つは，株式の個別事情に対する総則６項の適用で
あり，もう１つは，租税回避に対する総則６項の適用である。
　このうち，株式の個別事情に対する総則６項の適用は，「通達の画一
的な評価方式によると適正に時価を表すことができない場合」に適用す
べきとするものである
（48）
。取引相場のない株式の評価において通達の取扱
いが個別的に不当となる場合には，これをもって財産の価格とすること
が法の趣旨に背馳するといった「特別の事情」が存することの立証が必
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要となる
（49）
。しかし，木下綾子氏は，取引相場のない株式をめぐる52例に
及ぶ判例分析をしているが，それによると，納税者側から総則６項を適
用し「特別の事情」があるとして評価通達以外の評価方法を主張しても
認められた事例がないことを指摘している。株式の個別事情に対する総
則６項の適用においては，「著しく不適当」との定めがどのような場合
にあたるのか明らかにされていないため，どのような場合に通達によら
ない評価が採用されるか明確ではない。よって，現在の運用では，「鑑
定評価など通達によらない方法による申告が採用されるかどうか」，「争
いになれば司法の判断を待たなければ評価額がわからない」，「租税回避
を理由としていつ課税庁により『時価』といって通達とは別の評価が行
われるのかわからない」という状況におかれている。そのような下では，
著しく法的安定性・予測可能性を欠いているという問題がある
（50）
。
②　租税回避に対する総則６項の適用の問題
　租税回避に対する総則６項の適用は，「実質的課税の公平の実現」の
ためになされるべきものである。通達に定められた評価方式を画一的に
適用するという租税法律主義及び形式的平等を貫くことによって，か
えって実質的「租税負担の公平」を著しく害することが明らかな場合に
は，別の評価方式によることが許されるという考えによる。課税実務で
は，租税回避の防止のため，従来の判例の中でこの考え方がよく用いら
れているが，この見解に立つと，租税法律主義及び形式的平等原則との
関係において問題が生じる
（51）
。租税回避に該当するため「特別の事情」が
あるとされている事例について，木下綾子氏の分析
（52）
を参考に，図表１に
示す。租税回避に該当するために「特別の事情」があるとされる場合は，
株式の個別事情に対する総則６項の適用の場合とは反対に多く存在する
ことがわかる。52事例中，実に27事例において，総則６項の適用根拠と
して租税回避が用いられている。
　取引相場のない株式の評価において総則６項が適用される２つの場面
（株式の個別事情に対する総則６項の適用場面と，租税回避に対する総則６項の適
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用場面）を比較すると，財産評価を通達に定める方法によることが「著
しく不適当」と認定され，通達によらない方法が用いられた事例は，租
税回避の問題に限定されているといえる。総則６項が納税者の救済手段
として創設されたという趣旨・効果はまったく果たされていない。この
ような現状では，徴税における中立性・公平性の確保という問題も生じ
るであろう。
③　総則６項適用における手続要件の不備
　租税回避に該当するため，「特別の事情」があるとされている事例では，
手続的不備が指摘される事案がみられる。すなわち，総則６項は，「こ
の通達の定めによって評価することが著しく不適当と認められる財産の
価額は，国税庁長官の指示を受けて評価するものとする。」としており，
課税庁が総則６項を適用する場合には，国税庁長官の指示を求め，総則
６項の適用はこの指示に従って課税処分を行う必要があることを示す。
しかし，この指示を受けない課税処分が行われ，憲法31条に規定する適
正手続の保障に違反するとして争われた事例である
（53）
。このような手続要
件の不備は納税者の税務行政への信頼を失墜しかねない。
図表１　租税回避と「特別の事情」の該当事例数
方式 租税回避との関係 特別の事情
該当事例数
（52事例中）
配当還元方式
純資産価額での買取保障がされた配
当還元スキーム（租税回避である）
あり ６事例
出資割合を49％に調整することによ
り配当還元方式を適用（租税回避で
ある）
あり ２事例
資本金と資本準備金の配分により配
当還元方式を適用（租税回避である）
あり ４事例
純資産価額方式
合理性のない現物出資・いわゆるＡ
社Ｂ社方式（租税回避である）
あり 15事例
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（３）その他個別的評価の問題
　通達が定める評価方式の一般的疑問点として次のことが指摘される
（54）
。
　第一に，類似業種比準方式は，株価決定の基礎的要素として考えられ
ている三要素を斟酌することにより，妥当な評価を試みるものであり，
特に大量かつ反復して評価を行う必要のある課税事務になじみやすいと
評価される。しかし，①標本会社の公表がなく類似性の検証が不可能で
あること，②利益の成長要素が考慮されないこと，③評価の安全性ない
し流通性の欠如を理由とした減価率（0.7）の合理性が疑わしいこと，④
複数の標本会社を選定し，その平均値を基に比準することによって評価
の客観性を確保しようとすると，必然的にある程度類似性の薄い会社を
も標本会社として取り込まざるを得ないこと，⑤配当金額，年利益金額，
純資産価額の三要素が１対３対１の影響力と必ずしも実証された仮定と
はいい難いこと等が疑問視される。
　第二に，時価純資産価額方式は，その計算はわかりやすく証拠力に優
れるが，①継続企業を前提とした場合，客観的交換価値より遊離し著し
く高価になる場合があること，②土地等の評価が国税庁による相続税評
価額に基づき統一的に処理され，実勢価格を反映しないこと，③退職給
付引当金が負債に計上されないこと等が指摘される。
　第三に，配当還元方式は，①直前期末以前２年間の合理性，②無配の
会社については年配当金額を２円50銭とみなす合理性，③資本還元率
10％とする合理性に疑問が生じるなどの点が欠点として挙げられる。
　第四に，株主区分の判定として画一的に株主グループの区分を行うた
めに，実質的には経営の支配権を有せず，利益配当しか期待できないこ
とから，特例的評価方式により評価すべき株式であるにもかかわらず，
形式基準により原則的評価方式が行われる場合があること。
　最後に，それぞれの評価方式における評価額に大幅な差があることで
ある。図表２に示す３つの裁判例においては，純資産価額と類似業種比
準価額で約10倍，純資産価額と配当還元価額で約20倍の差があり，この
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ように差が生じることは評価方式の制度的問題があるとも考えられる。
Ⅱ　通達の法定化に関する先行研究の分析
　先行研究においては，法定化すべきとする見解と，法定化に消極的な
見解が存在する。ここでは，その両論を比較検討する。法定化すべきと
する見解は，租税法律主義の要請を主な論拠とする。法定化に消極的な
見解は，主に，法定化したときのデメリットを説くことにより，法定化
を否定又は消極的に解する。法定化のメリット，デメリットをまとめる
と次のようになる。
法定化のメリット ①　時価の意味内容を財産評価基本通達と課税庁の個別の判断にゆ
だねることは，評価における裁量の余地を課税庁に認めること
になりかねない。法定化することにより，課税要件法定主義及
び課税要件明確主義にかない，行政庁の自由裁量を排除するこ
とができ，国民の財産権が保護される。
②　法定化することにより，評価法規に反する評価がなされたこと
を違法として争うことが可能になる。
③　法令でルールを定めることにより，課税要件は法定されるとと
もに，適正な手続によって行われるため，納税者の予測可能性
が高まる。
④　税務通達は，行政組織内の職務命令の手段である以上，当然の
ことながら当該税務官庁によって作成できるが，法律は立法府
によって制定されるため，法定化によって民主的正当性が付与
される。
法定化のデメリット ①　時価の認定方法のように，経済取引の変化や財産の内容いかん
に対応して，常に修正を加えていかなければならない技術的な
図表２　３つの判決における一株当たりの評価額の比較
裁判例 評価方式１ 評価方式２ 評価方式３ 採用方式
東京地裁
平成10年10月30日
純資産価額
13万3828円
類似業種比準価額
１万9739円
類似会社比準価額
３万4950円
方式１
最高裁
平成11年10月13日
純資産価額
14万2296円
配当還元価額
750円
売買実例価額
７万8750円
方式１
最高裁
平成11年２月23日
純資産価額
１万6743円
配当還元価額
500円
－ 方式１
財産評価基本通達の法定化への提言
107
　　性格のものを，すべて法定事項にして，その是正を国会の議論
にゆだねなければならないとすると，硬直化して，かえって課
税の公平が害されるおそれがある。新しい取引類型や金融技術
に機敏に対応するには，法律を制定していたのでは間に合わな
い。つまり，タイムラグが存在してしまう。
②　その評価方法が「時価」の変動に対応できない場合や，適時・
適切に改正されない場合等には，その規定自体の違法性が問わ
れる。
③　課税要件を法令限りで書ききるには，立法にかかるコストが高
くなる。
④　専門技術的知見のインプットを確保することができなくなる。
すなわち，個別通達が発せられるきっかけとしては，私人から
の働きかけや，特定の法律を所轄する官庁から，その法律に基
づく取引に関して課税取扱いが照会され，国税庁が応答するも
のもがあり，この場合，所轄官庁からの知見が国税庁にインプッ
トされることになるが，そのようなきっかけが失われるかもし
れない。
⑤　課税財産の評価という税額に直接の影響力を持つ事項は，利害
関係が多岐にわたる。すなわち，圧力団体による個別利害の混
入といった側面も存在するから，仮に立法化の作業に入ること
ができたとしても，消費税法や地価税法を例に出すまでもなく，
それは政治的にかなり骨抜きにされ，結局は課税の公平に逆効
果を及ぼすようなことになりかねない。
Ⅲ　財産評価基本通達のあり方について
１．財産評価基本通達の法定化に関する検討
（１）時代背景の変化からみた望ましいあり方
　戦前の賦課課税制度の下では，租税行政庁の行政官が税法を解釈・適
用し，国民の納税義務の範囲を確定し，納税者に確定した納税義務を履
行させるのであるから，租税法は賦課課税制度を担う租税行政庁の行政
官のためにあったといっても過言ではない。しかし，戦後の申告納税制
度の下では，特に，現在のように申告納税制度が定着している下では，
国民自らが租税法を解釈・適用して自己の納税義務の範囲を確定し，履
行していくものであるから，租税法は，まさに納税者のためにあるとい
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うことができるのである。したがって，通達の創設当初とは異なる態様
を考えるべきであろう。
　納税者を主体に考えると，課税要件が明確であることはもちろん，そ
こに民主的正当性を付与することが必用である。そのため，評価準則は
法令の形式によって定めるべきであると考える。
（２）租税法律主義の観点からみた望ましいあり方
　現行制度の「法定評価」の部分と「通達評価」による部分を確認した
ところによれば，少なくとも実質的には，一般の相続財産の評価につい
ては「法定評価」は存しないで，ただ「通達評価」だけが存するにすぎ
ない。租税の公平な課税は，「課税価格」の正しい測定を必須の条件とし，
その具体的な実現は一に相続財産の「適正な評価」ができるか否かにか
かっているものであるのに，現行相続税法はその点を十分に担保し得る
規定を欠いており，租税法律主義とは相容れないものとなっている。本
稿では紙面の都合上省略したが，論文中，現行制度における問題を２つ
の事例を通して検証した。その結果，わが国の評価通達は，次の点を改
善すべきであると考える。
　第一に，株式の個別事情が存在する場合への対応が現在の制度では十
分に図られず，納税者の権利保護の観点から問題が指摘できる。昨今に
おいては，株式の多様性から評価規定限りで評価し難い場合がある。金
子宏教授は，株式に個別事情が存在する場合に通達を形式的に適用する
ことについて，東京地裁平成８年12月13日判決をとりあげ，形式基準に
加え，個別的事情のような実質基準を併用すべきと指摘している。私見
においても実質基準の採用を検討すべきであると考える。
　第二に，現在，租税回避行為への対応を総則６項によって行っている
が，総則６項は，評価通達による過重な納税負担を救済する規定として
成り立ったものであり，本来の趣旨に機能させるためにも，租税回避行
為への対応は他の規定を設けるべきである。そして，租税法律主義の下
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で，法律の根拠なしに，当事者の選択した法形式を通常用いられる法形
式にひきなおし，それに対応する課税要件が充足されたものとして取り
扱う権限を租税行政庁に認めることは，望ましくない。法律の根拠がな
い限り租税回避行為の否認は認められないと解するのが，理論上も実務
上も妥当である。したがって，租税回避に対する規定は法律又は政省令
に規定し，新しい租税回避の類型が生み出されるごとに，立法府は迅速
にこれに対応し，個別の否認規定を設けて問題の解決を図るべきである。
　第三に，総則６項の手続要件不備に関す事例にみられるように，通達
に依拠した規定では，租税法律主義が要請する手続保障の原則に違反し
たとしても納税者はその違法性を争うことができない。このことは，租
税法律主義だけでなく，憲法により保障された三権分立をも脅かす危険
性がある。租税行政における中立性を確保するためにも，評価規定は法
規の形式にすることが望ましい。
（３）先行研究
　先行研究における法定化についての消極的な見解は，全面的に法定化
を否定するものではない。法定化にはデメリットがあるからすべきでな
い，又は不可能（すべて法定化するのは）であるとする。そこで，デメリッ
トについて確認すると，「通達は，国会で可決・成立させる必要がない
ことから，比較的容易に改正できる。しかし，法律とする場合には，当
然のことながら，国会での審議・可決・成立という手続が必要になる。
通達とする場合のように，適時・適切に改正できるとは限らない。」と
いう懸念があるようである。しかし，近年の改正では，評価に関する基
本的事項についての変更は少ない状況にある。評価の困難な株式評価に
おいてもその評価技術はある程度確定してきていると考えられる。その
ため，基本的事項については法定化し，社会経済情勢等の変化によって
変更が加わりやすい細目については政令や省令に，さらに，可変的な部
分は法令化せずに通達に委ねるということもできよう。また，「法定化
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のデメリット」における③，⑤については政治的・行政的な理由による
ものであり，評価の方法にそのような理論を持ち込むべきでないと考え
る。
２．財産評価基本通達の法定化の提言
　以上，評価通達の法定化に関する検討を行ってきたが，私見によれば，
評価に関する基本的事項は法定化すべきである。評価通達創設後から現
在についてみると，時代背景も納税の仕組みも大きく異なっている。そ
の間，納税者が積極的に財産の評価をし，申告を行う時代へと変わって
きている。このように申告納税方式の定着した現在においては，評価準
則の定めに民主的正当性を付与することが必要である。今や，評価準則
の設定は，行政組織内部の統一を図るという目的よりも，納税者が納税
義務の適正な実現を図るために必要とされていると考える。そうである
ならば，租税法律主義が支配するわが国の租税行政のもとでは，評価通
達の法定化が検討されるべきであろう。また，社会情勢の変化とともに
増加した財産評価をめぐる訴訟は，個別的事案において発生しうる時価
の開差，租税回避スキーム等へのノウハウを蓄積させ，評価技術の向上
をもたらしていることは，通達改正が毎年のようにあることからも推測
できる。確かに，多種多様な財産について，一般的法規範として定める，
絶えず変化する社会情勢に対応することは理論的には困難かもしれな
い。しかし，だからできないというのでは立法の不作為といわれても止
むを得まい。これまでも通達改正によって対応してきたのであり，法定
化したとしても，立法府は迅速にこれに対応し，解決を図るべきではな
いだろうか。少なくとも，通達を法律へ格上げする努力が望まれる。
　このように考えるのは，法定化への要請が，租税法の基本原則である
租税法律主義が要請するところでもあるからである。通達は，国会の審
議を通さず行政庁の判断で制定可能なものである。つまり，納税の義務
を負う国民の意見をぬきにして，徴収側である行政の独断で作られてし
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まうということは租税法律主義が予定するところでない。この点に関し
て，通達は，国会での審議を経ていなくとも国会での質疑等により，課
税庁のコントロールは十分可能であるから無理に法定にこだわる必要は
ないとの考えかたもあろうが，あくまでも憲法で定められた租税法律主
義の根幹は，国会の審議をとおすことであり，代替的な案を認めること
ではない。そうであるからといって，現状の評価通達の内容をすべて否
定するものではない。現状では，相続税法22条に「時価」と定められる
のみで，時価の意義からはじまり，ほとんどすべてを評価通達に依拠し
ていることに問題があるのである。
　不完全競争市場にある取引相場のない株式の評価については，「時価」
といった場合，それは保有主体ごとに異なり，評価方法も数種存在しう
る。しかし，相続税法上の評価においては「納税者間の公平の確保，納
税者の便宜，徴税費用の節減という見地からみても，あらかじめ定めら
れた評価方法によりこれを画一的に評価する方法には合理性がある」と
されるところ，評価方式は，株式の発行会社の規模に応じ，類似業種比
準方式，純資産価額方式，配当還元方式及び清算中の会社に対する評価
方式として残余財産分配見込額の複利現価による評価方式という４種類
の評価方式により評価することとされている。そして，このような基本
的事項はここ数年，変更されていない。最近の改正内容を確認したとこ
ろ，平成２年以降の改正では，租税回避への対応のための規定の追加，
社会経済の実態の変化に対応し，評価の適正を図るため，会社規模区分
の引き下げや類似業種比準方式のしんしゃく率の変更・収益性のウエイ
トの引上げ等についての改正が行われているものの，その時価概念をは
じめ，評価方式として類似業種比準方式，純資産価額方式，配当還元方
式等を使用することなどの基本的事項といえるものについて，修正され
ていないのである。基本的事項を法律に定めることは十分可能であると
いえよう。本稿で考察の中心とした取引相場のない株式について考える
と，現行制度の問題点としてとりあげた，個別的評価の問題があること
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から，評価方法の算式まで法律に落とし込むことは避けるべきであろう。
しかし，先に述べた評価の方式と採用区分，その方式の意味内容を明ら
かにすることは基本的事項の範囲に含まれると考えられ，法定すべき事
項といえる。また，納税者に適正な申告を行わせ，課税庁の徴税が信頼
し得るものであるためには，手続要件を明確化する必要がある。そのよ
うな要件はみだりに変更すべきではないから，手続要件はすべて法定す
べき事項といえよう。
　近年のわが国の税務行政の動向に目を向けてみると，そこには，わが
国の通達行政の法定化への動きがみられる。納税環境整備に関する国税
通則法の改正を含む「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図
るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第114号）が，
平成23年11月30日に成立し，同年12月２日に公布されたことは記憶に新
しい。財産評価についても，納税者が納得し，国民から信頼される財産
評価制度が構築されることを期待したい。
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